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事業評価報告書 

 

対象事業：ミコライウ州およびヘルソン州における国内避難民および地元住民への現金給付事業 

実施団体：AAR Japan 

提携団体：The Tenth of April 

実施期間：2024 年 4 月 5 日－2024 年 10 月 31 日 

 

1. 要約 

1.1 はじめに 

本報告書は、特定非営利活動法人難民を助ける会（AAR）がウクライナ人道危機プログラムで実施した

「ミコライウ州およびヘルソン州における国内避難民および地元住民への現金給付事業」の第三者評価

の結果である。本評価では、AAR と現地提携団体 Tenth of April（TTA）による現金給付事業の実施状

況および成果を分析し、今後の支援手法の選択、NGO の位置づけ、戦略、ローカライゼーションに関

する意思決定に資する知見を提供することを目的としている。 

評価に用いたデータ収集は 2024 年 12 月から 2025 年 2 月にかけて、ミコライウ州およびヘルソン州に

居住する裨益者、AAR（東京本部・モルドバ事務所）および TTA の関係者を対象に実施された。分析

は、現金給付支援の提供を中心に、OECD-DAC の 6 つの評価基準（妥当性、整合性、有効性、効率

性、インパクト、持続性）に基づいて行われた。 

 

1.2 主な所見 

本現金給付支援事業は、ミコライウ州およびヘルソン州に暮らす紛争被災者のニーズに対して、非常に

妥当な支援であった。特に、医療費や光熱費など必須的な支出が支援された点は意味深かった。裨益者

の多くが 61〜70 歳の女性で、うち 33％が何らかの障がいを抱えていたという点も事業の焦点と合致し

ていたと考えられる。 

 

支援のフェーズ 1 では食糧と現金が併用で給付されたが、配布後モニタリング調査（Post 

Distribution・PDM）において調査対象の 43％が「食糧よりも現金の方が望ましい」と回答し、100%

が現金給付に満足していたことから、フェーズ 2 で現金のみの給付に移行したのは妥当な判断であった

と考えられる。一方で、インフレや物価高騰の影響により、特に慢性疾患や障がいを抱える人々にとっ

て医薬品・治療費の支払いが困難になるなど、現金の購買力の低下が課題として浮上した。 

 

本事業は AAR の人道支援方針と整合性があり、計画から実施、関係機関との調整・連携まで一貫性が

保たれていた。また、本事業は、より広範な人道支援の取り組みや国の政策とも整合しており、強固な

紹介ネットワークを通じて、他団体の活動を補完する役割も果たした。 
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赤十字や地域のボランティア団体などとの連携により、裨益者に対して包括的な支援を届けることが可

能となった。介入は、既存の社会的支援体制を効果的に補完し、支援が最も必要な人々に確実に届くよ

うにするとともに、重複を避ける仕組みとして機能していたと考えられる。また、現地のニーズや運営

能力との相乗効果を測る支援がなされ、地方の実情に合致した事業実施が評価された。本事業はモルド

バからの遠隔管理であったことから、現地関係者との連携機会が限定される場面もあり、今後のローカ

ライゼーションのさらなる推進に向けた検討が求められる。ただし、オデーサの新事務所の設立によ

り、TTA など現地提携団体の能力強化、国際・地域団体との連携の強化、効率性の向上などが期待され

た。 

 

現金給付の効率性の面では、電子化された事務処理や強固な組織間連携によって業務の流れが簡素化さ

れ、現金給付もおおむねスムーズに実施された。しかし、農村部など一部の地域では、紛争や交通イン

フラの問題からアクセスの困難さが障壁となった。また、JPF・AAR 東京本部・AAR モルドバ事務所・

TTA という組織体制は全体として良好に機能していたものの、組織構造が四層にわたることで、承認や

実施のプロセスにおける段階が多かったことは、意思決定や承認の効率性を妨げていたかとも考えられ

る。実際、AAR がリモート管理下では対面での協議を望まれる場面も多く、結果として判断の遅延が生

じる場面もあった。また、アウトリーチ担当やソーシャルワーカーにとっては、職場担当者の人的リソ

ース不足が業務負担を増大させる要因となっていたが、緊急性の高いケースを優先し、社会福祉サービ

スとの連携を通じて支援効果の最大化を図る工夫がなされていた。 

 

現金給付支援は長期的な持続性を目的として計画された事業ではなく、短期的ニーズへの対応として概

ね有効であった。調査対象となった裨益者の 61％が「現金給付によってすべてまたは大部分のニーズが

満たされた」と回答し、さらに 38%が「一部のニーズが満たされた」と回答したことからも、裨益者の

実生活において重要な役割を果たしていたことを示している。また、多くの裨益者が支援期間中は経済

的な安心感を得られたと回答しているが、現金給付は 3 か月分が一括で支給される形式であったため、

給付された現金は通常 1 か月以内に使い切られた。その結果、安心感は 3 か月後には大きく低下し、そ

の後再び他団体による支援を必要とする状況になった裨益者も少なくなかった。また、事業の効果は、

インフレや物価変動といった経済外的要因により、支援効果が制約された場面も見られたが、ケース・

バイ・ケースでの対応と紹介ネットワークの活用により、支援の適格性と効率性はおおむね保たれてい

た。このように、現金給付によって裨益者の直近の生活状況は一定程度改善されたものの、経済的自立

といった長期的な改善にはつながらなかった。 

 

本事業は、短期的ではあるものの大きなインパクトをもたらし、国内避難民（IDPs）に対して、緊急医

療へのアクセスの向上、住居の安定、生活の質の改善、社会統合の促進といった、長期的なアウトカム

にもつながった。具体的には、緊急医療の受診支援、公的書類の再取得、障がい者認定の取得支援など

の成功事例が報告されている。個別支援の有効性は高かった一方で、例えば障がい者認定の手続きの遅

延など、一部に制度的・手続き上の課題が残された点も課題として挙げられる。 

本事業は、裨益者を政府や NGO による持続されている支援へのつなぎ役も果たしたが、制度上の支援

が人道的ニーズに十分対応していない状態は依然として課題として残されている。ただし、心理社会的
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支援や社会統合支援への移行は、持続性の強化に向けた前向きな一歩といえる。特に高齢者や障がい者

に特化した AAR の専門性とも整合している。これにより、今後の介入が長期的な成果につながること

が期待される。 

 

6. 結論 

本事業は、国内避難民（IDPs）およびその他の脆弱な人々の状況に応じた支援を提供し、最も緊急性の

高いニーズに対応した。3 か月分の現金を一括で給付する方式は裨益者から高く評価されたが、その一

方で、TTA および AAR モルドバ事務所のスタッフが裨益者と関わる機会がやや減少した点は課題とし

て捉えられる。 

本事業は、刻々と変化する人道支援の現場や政策の動向に応じて柔軟に対応していたと考えられる。 

AAR が今後、高齢者や障がい者を対象とした、より専門的な支援への移行を計画していることは、同団

体の介入の妥当性と柔軟な適応力を高めるための、継続的かつ戦略的な取り組みと評価できる。 

 

AAR が個別保護支援（IPA）に重点を置くという判断は、支援を最も必要としている人々の多くが高齢

者や女性、障がい者であるという現状を踏まえると、妥当だと考えられる。一方で、この方針は、事業

の持続性やローカライゼーションに関する議論の幅を狭める可能性もある。ただし、IPA 事業において

は、現地団体との連携を通じて脆弱な人々の特定や公的・民間サービスへの紹介を進める計画があり、

こうした連携の活用は事業の持続性を高める可能性がある。また、被災者との関わりや、地域の人々、

現地提携団体との知識・スキルの共有も、一定の範囲でローカライゼーションの一環とみなすことがで

きる。 

 

実務的な観点では、現金給付からの移行は、裨益者の現金ニーズに十分応えられなくなる可能性を念頭

に置く事が求められる。評価結果からは、TTA および AAR モルドバ事務所のスタッフが、効果的な現

金給付体制を確立しており、今後の展開においてもその知見と専門性が活用されることが望まれる。 

 

一方で、AAR の現地事務所が隣国モルドバにあることから、これまでローカライゼーションを推進する

機会は限られていた。今後 TTA を運営体制（JPF・AAR 東京本部・AAR モルドバ事務所・TTA）から

外すという意向は、意思決定などの簡素化という実務的な観点から理解できるが、TTA は困難な環境下

でも地域社会と連携し、現地に根ざした活動を展開してきたことから、同団体を運営体制から外すこと

は、ローカライゼーションの推進や地域密着型支援の継続に支障をきたす可能性があると考えられる。 

 

7. 推奨事項 

7.1 AAR への推奨事項 

⚫ 現金給付支援の効率性と透明性の向上に寄与した、構造化されたデータ入力システムを今後も維持

することが望ましい。 
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⚫ 裨益者に対し、送金の時期、対象基準、苦情・意見受付の仕組みなど、支援内容について引き続き

分かりやすく十分な情報提供を行うことが重要である。 

⚫ デジタル機器の利用が困難な人々への情報アクセスを改善するため、戸別訪問による情報提供活動

などの導入を検討することが望ましい。 

⚫ 地方や遠隔地の裨益者が現金を受け取れるよう、代替的な配布方法の導入やモバイルチームによる

アウトリーチを強化し、地域の金融機関やモバイルバンキングとの連携の可能性についても検討す

ることが望ましい。 

⚫ 脆弱な立場にある人々を対象に、建築資材や衛生用品など、現金以外のニーズにも対応を拡大する

ことが望ましい。 

⚫ 現金給付額の引き上げについて、Cash Working Group（CWG）等で積極的に提言し、特に障がい

や慢性疾患を抱える人々や冬季の光熱費など季節的支出に対応できるようインフレや物価上昇を反

映した金額設定を推進することが有効である。 

⚫ 事業の可視化とドナー認知度向上を目的に、ケーススタディや成功事例の紹介、SNS 活用などを通

じて、広報戦略とブランド力を強化することが効果的である。 

⚫ 将来の事業計画段階において、コミュニティのニーズや優先事項を把握するためのニーズおよびリ

スクの分析を実施し、特に障がい者や遠隔地居住者、公的書類を持たない人々（例：ロマの人々）

が直面するアクセス障壁を明らかにし、現金給付の持続性向上につなげる補完的取り組みの検討が

重要である。 

⚫ 金融サービス提供機関を選定する際は、最も効果的かつ費用対効果の高い選択肢を比較検討し、適

切な選定方法（例：入札方式など）を導入することが望ましい。 

⚫ 為替変動の影響により予算に残額が生じる可能性があることを踏まえ、再配分や返金に伴う煩雑な

承認手続きを回避するための対応策を、あらかじめ整備しておくことが有効である。 

⚫ 将来的に現金給付支援を再実施する場合には、本事業で即時に現金を受け取れた裨益者と最大 3 週

間を要した裨益者が存在したことから、外出頻度による安全面リスクや交通費の負担など見えにく

い困難も配慮することが望ましい。 

⚫ 裨益者登録にホットラインを使用するかどうかについては、利点と課題の両面を踏まえた上で、よ

り実効性の高い代替手段の検討が推進される。 

 

7.2  JPF への戦略的推奨事項 

⚫ AAR による事業の終了後も持続性を確保するため、現地提携団体への研修や能力強化支援を通じ

て、知識・ノウハウの定着およびローカライゼーションの推進を図ることが望ましい。 

⚫ 支援の持続性を高める観点から、現金給付に加えて、現物配付や生計支援などの補完的な支援策を

検討し、その効果を延ばすことが重要である。現金給付の形式（3 か月分を一括で給付）は効果的

である一方、TTA や AAR モルドバ事務所のスタッフが裨益者と継続的にかかわる機会が制限され

るため、協働の基盤となるコミュニティの形成や関係構築の可能性を弱める側面もある。今後は、

現金給付をきっかけにして、裨益者との関係構築やコミュニティ形成へとつなげることも一つの選

択肢となり得る。 
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⚫ オデーサ事務所の設置を通じて、現地における迅速な意思決定、行政当局との調整、裨益者との直

接的な関与の強化を図り、ウクライナ国内でのフィールド調査をより頻繁に実施できるよう、スタ

ッフの現地派遣体制を強化することが期待される。 

⚫ 今後の事業では、AAR の専門性である IPA や被害者支援、リハビリテーション支援といった分野

への重点移行を通じて、長期的ニーズへの対応と他機関との共通目標や優先課題の整合性の確保を

図ることが有効である。 

⚫ 現地提携団体との連携を強化し、長期的な支援体制の構築に向けた持続性強化策を検討するととも

に、AAR がオデーサに拠点を移して実施することが、現地提携団体との機関間連携やローカライゼ

ーションに与える影響を十分に考慮することが望まれる。 


